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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
認知症患者の入院期間が長く、低所得者は高所得者よりも医療入院及び介護施設入所す

る確率が高いことが指摘されているが、この課題について現実社会のデータに基づいて検

討した報告は少ない。本研究では、新規で発症した認知症高齢者を対象に、所得区分別に、

医療施設入院率、入院日数、医療費及び介護施設入所率、入所日数、介護費を比較した。

研究デザインは後ろ向きコホート研究とし、医療レセプト及び介護レセプトを用いた。医

療レセプトデータにおいて、2012年 4月から 2013年 3月の間に認知症と診断されておら

ず、2013年 4月から 2014年 3月の間に新規に診断された 75歳以上の認知症患者 12,829

人を解析対象とした。 

対象者の所得区分別の頻度は、低所得者群が 42.3%、一般所得者群が 51.9%、高所得者群

が 5.8%であった。まず、所得区分が医療施設入院率の関係を検討した。その結果、低所得

者群は、高所得者群に比べ、療養病床、精神病床への入院率が有意に高かった。同様に、

介護施設入所率については、低所得者群は、すべての介護施設への入所率が有意に上昇し

た。一方、施設の種類別にみると、特別養護老人ホーム以外の施設では有意差を認めなか

った。所得区分と入院日数、施設入所日数の関係を検討したところ、DPC以外の一般病床、

精神病床を除くすべての医療施設において、所得区分の低下に伴い入院日数が有意に長か

った。介護施設別の検討では、低所得者群における特定入居者生活介護、地域密着型、介

護療養、老人保健施設の入所が有意に長期化していた。一方、低所得者群よりも高所得者

群において入院日数が長い施設は、特別養護老人ホームであった 。医療費および介護費の

分析では、低所得者群では、高所得者群より医療費および介護費が有意に高かった。 この

ように認知症高齢者において、所得低下に伴い長期の医療入院、介護施設入所が必要とな

り医療費・介護費が増加した背景には、低所得者においてより社会的入院が生じている可

能性が考えられた。 

以上の成績は、低所得の認知症高齢者が在宅で生活できるような政策を考えていく必要

があることを示唆するものであり、この方面の研究に知見を加えた意義あるものと考えら

れる。本論文についての試験は、まず論文の研究目的、方法、研究内容とその意義などに

ついて説明を求め、各調査員より専門的な観点から論文内容およびこれに関連した事項に

ついて種々の質問を行ったが、いずれについても適切な解答を得た。よって、調査委員合

議の結果、試験は合格と判定した。


